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傷害保険における 2種類の偶然性
――原因事故発生の偶然性と結果発生の偶然性――












③ 強要された飲食物等の過剰摂取 ④ 医療過誤 ⑤ 小括
(2) 急激性要件の緩和






(a) スポーツ外傷の一部 (b) スポーツ障害
(c) その他の過剰な日常生活行動 (d) 過度の労働































































































次の A〜Cが、A → B → Cの順に発生し、かつ、それぞれの間 (すな
わち、AB間および BC間) に因果関係が存在することが必要条件となる
(なお、AB間の関係が相当因果関係であることについて、最判平成 19年















が求められている。換言すると、この 3要件 (以下、原因事故 3要件とい
う) を全て充足する原因事故が発生していることが、保険給付の必要条件
となる (普傷普約 2条 1項
( 4 )
)。
( 2 ) 北沢 (1937) 273 頁、損害保険料率算定会 (1968) 130 頁、安田火災 (1980) 137 頁、
古瀬 (1982) 108 頁、田中=原茂 (1987) 304 頁、坂口 (1991) 362 頁、中西 (1992) 2-3
頁、田辺 (1995) 274 頁、石田満 (1997) 349 頁、西嶋 (1998) 380 頁、肥塚 (1999) 49
頁、三井海上火災保険 (2000) 12頁、山下友信 (2005) 448頁、潘 (2006) 210頁、萩本





( 3 ) ただし、海外旅行傷害保険では、原因事故のことを「保険事故」と定義している (海外
旅行傷害保険傷害死亡保険金支払特約 (標準約款) 1 条)。なお、海外旅行傷害保険の約款
構造は、他の傷害保険種目と異なる点が多い。
↗
( 4 ) 山下=米山 (2010) 445-447頁 [潘阿憲] 参照。
なお、約款文言 (普傷普約 2条 1 項) からすると、原因事故 3要件の具備が求められる
のは、あくまでも原因事故についての筈である。
けれども、外来性要件の判断に際しては、原因事故よりも前の事象を勘案する下級審裁
判例や学説も従前は多かった (本文 2(2) で示した原因事故先行特定説 (b) の考え方で
ある。ただし、外来性判断において原因事故以前の事象を勘案することは、最判平成 19
年 7月 6 日・民集 61 巻 5 号 1955頁で明確に否定された。吉澤 (2017) 11-24頁参照)。ま
た、近時の学説であるが、白井教授は、傷害より以前に発生した事象のうち、傷害と相当
因果関係のある事象のいずれかに外来性があればよいとされる (白井 (2012) 276頁。洲





められている、と述べる見解もある。山下丈 (1977 (2完)) 897頁、901頁注 6参照。
ちなみに、筆者は、原因事故 3要件は原因事故について具備することが求められている
と考えている。けれども、こと偶然性要件のうち結果発生の偶然性に関しては、原因事故



































起因する事故等に限定されている (前掲最判平成 19年 10月 19 日はこの人身傷害補償保
険に関する事案である)。傷害保険の一種である交通事故傷害保険やファミリー交通傷害



























)。つまり、原因事故先行特定説 (a) と同説 (b) では、
( 6 ) 傷害保険事故において、どの段階の事象を原因事故と捉えるべきかという論点に関して
は、十分な議論がほとんどなされてこなかったように思われる (例外的に正面から論じる
ものとして、たとえば植草 (2013)、横田 (2013) 参照)。
なお、英国において “accidental” であることが求められる対象は、傷害の原因となった
“cause” (原因) である。この “cause” は、明文規定がない限り、コモンローの概念によ
ることになる (Ref., Lowry and Rawlings (1999) p. 293)。具体的には、傷害の近因
(proximate cause) を原因事故として捉えている (Ref., Merkin (2014) § 18-070)。そし
て、疾病発症を原因事故と捉えると、そもそも “accidentality” がないことになり、他方、
転倒を原因事故と捉えると “accidentality” が認められることになる (Ref., Clarke (1997)
17-5G1 at pp. 462-463)。
( 7 ) なお、結果発生に偶然性が認められる事案では、原因事故について事故性が求められな
いので、事故性基準より重要性基準の方が汎用性が高く、適当である (後述 4(2)①参照)。
( 8 ) 植草 (2013) 189頁注 57参照。





定説 (b) では、原因事故 3 要件 (特に、外来性) の充足有無判断におい
ては、必要に応じて、原因事故よりも前段階の事象を勘案することになる。


























































(11) 潘 (2006) 267頁、274頁、竹濵 (2008) 111頁参照。
(12) 吉澤 (2017) 参照。



































日産火災 (1961) 24頁参照。なお、当時のドイツの状況について粟津 (1928) 284-286頁、
志田原信三・最判解民平成 13年度・463頁参照。また、参照された保険会社約款はドイツ
の普通傷害保険約款 (AUB) を基にしていると思われるが、基となった可能性が高いのは
1904年AUB (と 1910年AUB) である。
なお、日本傷害保険が営業を開始する以前に、若干の保険会社が傷害事故を担保する保
険を販売していた。芥 (1963) 53-54頁参照。
(16) 粟津 (1913) 94頁、202頁 (日産火災海上保険 (1961) 25頁)、『生命傷害保険約款集』
(1914) 296頁参照。
↗
(17) 粟津 (1913) 194-195頁参照。









































(19) 北沢 (1934) 2-5頁参照。
(20) 北沢 (1937) 270-272頁参照。
(21) 北沢 (1937) 273頁参照。

























(23) なお、原因事故の前段階事象として「 (外部からの) 作用」の存在を求める見解がある
が (たとえば、横田 (2013) 46-48頁)、保険約款ではそのような要件は規定されておらず、









































いた (三浦 (1926) 485頁注 7参照)。なお、後掲注 27、29参照。また、戦後においても、




































(28) 東京海上火災保険 (1968) 41頁 [魚部皓] 参照。さらに、原因事故発生に偶然性があ





































04.html, last visited on Feb 3, 2018.↘
(32) したがって、細菌性食中毒やウイルス性食中毒以外の食中毒は、原因事故が原因事故 3
要件を充足していれば (事故性があるので)、当然に、傷害保険における「傷害」に該当




















































東京地判平成 24年 11月 5 日・判時 2237 号 118頁および同控訴審平成
































医療過誤が傷害保険の原因事故になる (であろう) とする。Ref., Welford (1932) p. 272,
n. (s) ; Clarke (1997) § 17-5G4 (上述の Welford (1932) を引用する) : Birds et al.

































で身体障害が発生した場合には傷害事故と取り扱っている。Ref., Johnson v. National Life




























療に伴う麻酔事故も不慮の事故に該当するとされる (青谷 (1973) 307頁)。
↘
(42) 後掲注 95参照。




























事故として取り扱われるので、後遺障害保険金の調整 (普傷普約 6 条 4









































































裁判例がある。東京地判平成 9年 2月 25 日・判時 1624 号 136頁、津地伊勢支判平成 9年
9月 16 日・判タ 1026 号 271頁 (なお、控訴審である名古屋高判平成 10年 6月 30 日・判






























される (山下友信 (2005) 451頁注 13参照。笹本 (2014) 15頁も同旨)。↘
(46) 山下丈 (1997) 16頁参照。災害関係特約に関する事案であるが、宮崎地判平成 12年 1
月 27 日・生保判例集 12 巻 58頁はそのような考え方を示している。
(47) 日本において傷害保険を開発した粟津博士は、傷害保険における「傷害」について、
「傷害とは吾人が疾病を除くの外百般の異変災厄の為めに身体上の損傷を被りたる場合を
指すもの」と述べておられる (粟津 (1910) 549頁)。この文における「疾病を除くの外」
という文言の読み方としては、(ア) 百般の異変災厄の為めに生じた身体上の損傷 (ただ











「傷害」概念を拡張して捉えることはしない (後述 5(2) 参照)。このよう
な約款解釈は、事故性のある原因事故によって生じた身体障害を担保する












(普傷普約 2条 1 項)、既存疾病の影響排除や原因事故と無関係な後発疾病の影響排除がな
されたり (同 10 条 1 項) することはある。
↘
(49) たとえば、山下丈 (1977 (2完)) 912頁、田中=原茂 (1987) 304頁、東京海上火災保
険 (1989) 42-43頁 (「傷害保険でいう『傷害』は、保険約款上その定義を有しないので、
社会通念上認められる『傷害』の概念、傷害保険約款の構成、傷害保険の果たす社会的機
能等を総合的に判断しその範囲を決めることになる。」と一般論を述べる)、堀内 (2009)
4-5頁、10-14頁、塩崎他 (2009) 213頁 [潘阿憲]、江頭 (2013) 525頁参照。
ただし、傷害保険における「傷害」は、疾病の反対概念と説明されることも多い。たと
えば、安田火災海上保険 (1980) 138 頁、加藤=金澤 (1996) 167 頁 [金澤理]、坂口









保険の給付対象となる “bodily injury” として取り扱ってきた。Ref., Mardorf v. Accident
Insurance Co., [1903] 1 K. B. 584 ; Re Etherington and Lancashire and Yorkshire Accident
Insurance Co., [1909] 1 K. B. 591, C. A. ; Youlden v. London Guarantee and Accident Co.,





















として、東京地判平成 9年 2月 25 日・判時 1624 号 136頁
(54)
や大阪地判平成
11年 1月 14 日・判時 1700 号 156頁、東京地判平成 16年 1月 16 日・判
(51) 1911 年に傷害保険が発売された当初の保険約款では、急激性要件が明記されていな
かった (前述 2(3) 参照)。その後、急激性要件の明記が提唱され (たとえば、三浦
(1926) 484頁注 3参照)、やがて保険約款に明記されるに至った。1934年時点では 1社の
みが急激性要件を規定していたが (前述 2(3) 参照)、1947年の統一約款で急激性要件が
明記されて全社に広まった。
(52) たとえば、石田 (1997) 347頁、肥塚 (1999) 58頁注 5、江頭 (2013) 525頁、山下典
孝 (2000) 42頁、塩崎他 (2009) 623頁 [大島眞一] 参照。
(53) たとえば、石原 (1987) 201 頁、加藤=金澤 (1996) 166 頁 [金澤理]、江頭 (1997)、
西島 (1998) 381頁、山下友信 (2005) 450頁注 11、塩崎他 (2009) 193-194頁 [潘阿憲]、
410頁 [川木一正]、山野 (2015) 7-16頁参照。
(54) 判決は、「急激性とは、事故が突発的に発生し、原因となった事故から結果としての傷
害が発生するまでの経過が直接的で時間的間隔がないことをい (う)」と述べる (この表







時 1879 号 147頁、東京地判平成 17年 3月 4 日・判タ 1219 号 292頁があ
る。他方、東京地判平成 9年 2月 3 日・判タ 952 号 272頁や前掲東京高判
平成 26年 4月 10 日
(55)
は、後者の一般論を述べている。また、浦和地裁越谷
















酒 (20 時半〜22 時の第 2宴席) という原因事故によって急性アルコール中毒という傷害
が発生したことについて急激性を認めた (判決理由中、疾病免責条項の適用を検討する部
分)。












を意味している」とする。東京海上火災保険 (1968) 40頁 [魚部皓]、『ノンマリン査定ガ
イド』(1971) 57 頁、『査定実務』(1976) 26 頁、『同』(1981) 30 頁、安田火災海上保険
(1980) 140頁 (ただし、同書 144頁では、原因から結果までの時間的間隔の短さを必須要
件としており、やや一貫性に乏しいように思われる)、堀内 (2009) 8頁、東京海上日動火























ものであることを意味する」ので、結果発生に偶然性のある保険事故 (後述 4(1) 参照)
については急激性要件が否定されてしまう。この当時も結果発生に偶然性のある保険事故









































































































































いたようである (三浦 (1926) 480-481頁参照)。
↘
(62) また、日本における傷害保険のパイオニアである粟津博士は、寒冷地における寒冷危険











れているようである (斉藤 (1987) 8頁 (同規準 1986年 4月版)、国分 (1994) 11頁 (保
険金委員会『災害関係特約 支払査定基準』1992年 4月版)、嶋田 (1995) 26頁参照)。ま

















ところで、生命保険の災害関係特約に関して、最判平成 8年 1月 23 日・事例研レポー














(64) たとえば、東京海上火災保険 (1958) 112-113 頁 [草苅久太郎]、同 (1965) 8-11 頁
[奥川昇=渋江克彦]、同 (1968) 40-41頁 [魚部皓]、損害保険料率算定会 (1968) 128頁、
『ノンマリン査定ガイド』(1971) 58 頁、大正海上火災保険 (1972) 14 頁、青山=河野
(1976) 注 26、安田火災海上保険 (1980) 142-143頁、東京海上火災保険 (1989) 40-42頁、
大正海上火災保険 (1990) 16頁、三井海上火災保険 (2000) 20頁、損害保険料率算出機
構 (2003) 11-12頁、塩崎他 (2009) 412頁 [川木一正]、東京海上日動火災保険 (2010)







両者があることを指摘するものが多い。たとえば、宮島 (1936) 144-146、北沢 (1937)
273頁、林 (1985) 354頁、田中=原茂 (1987) 303頁 (偶然性を、「被保険者にとって傷
害の結果発生の予測ができないこと」とするので、両偶然性が含まれることになる)、坂
口 (1991) 362 頁、田辺 (1995) 275 頁、加藤=金澤 (1996) 166-167 頁 [金澤理]、石田
(1997) 348 頁、肥塚 (1999) 58 頁注 6、塩崎他 (2009) 194 頁 [潘阿憲]、江頭 (2013)
525頁参照 (なお、結果発生の偶然性に触れない学説もある。たとえば、青谷 (1970) 19














では、“injury by accident”, “accidental injury”, “injury caused by or












もあり得るからである (次々注参照)。Ref., Birds et. al (2015) pp. 879-880.↘
(66) Ref., Birds et. al (2015) § 27-001.
なお、20世紀初頭における英国の典型的な傷害保険約款では、保険給付要件を次のよう
に規定していた。ʻ. . . the Company agrees to insure the Insured . . . against bodily injury
solely and directly caused by accidental, violent, external and visible means and being the
sole and direct cause of his death or disablement as hereinafter defined . . . .ʼ Ref., Golding
(1923) p. 134.
(67) Ref., Hamlyn v Crown Accident Insurance Co., [1893] 1 QB 750 ; Voison v Royal
Insurance Co of Canada, 53 D. L. R. (4th) 299 (1989) ; De Souza v. Home & Overseas
Insurance Co. Ltd. [1995] L. R. L. R. 453, at 458. なお、Hamlyn 事件判決によって結果発
生の偶然性にも事故性が認められるようになったとするのが多数説である。けれども、そ
のようには断定しない解釈もあり (Ref., Birds et. al (2015) § 27-034)、また、Birds
(2016) § 13. 6. 2 は、裁判では結果発生の偶然性すら認めないことが多く (Dhak 判決
(次々注) 以降)、判例が揺らいでいることを指摘する。
(68) Ref., Welford (1932) p. 269 ; Welson (1936) p. 65 ; Goldrein and Merkin (2011) pp.





(69) Ref., Sinclair v. Maritime Passengersʼ Assurance Co. (1861), 3 E. & E. 478 ; De Souza v.
Home & Overseas Insurance Co. Ltd. [1995] supra n. 67 (共に、原因事故発生に偶然性の






害保険の約款において “by accidental means” 等と規定されていたがため、


























十分に予想されたからだとも考えられる) ; MacLead v New Hampshire Insurance Co Ltd
[1998] S. L. T. 1191 (ピックアップ・トラックの荷台にタイヤを投げ上げたところ、背中
を痛めた事案。スコットランドの裁判例)．
↘
(70) 米国で初めて傷害保険を引き受けたのは、1850 年の Franklin Health Assurance
Company of Massachusetts社とされている。Ref., Faulkner (1940) p. 4.
(71) なお、大塚 (2015) は、Southard v. Railway Passengers Assurance Co., 34 Conn. 574
(Sup. Ct. Err. Ct 1868) から、1930年代までの主要判例を整理されている。
(72) Burr v. Commercial Travelers Mutual Accident Association, 67 N. E. 2d 248 (N. Y.
1946).



































吸停止となり死亡した事案が考えられる (東京地判平成 23年 5月 30 日・






















(74) 横田 (2013) 69頁注 52 もそのような捉え方を示唆している。
ただし、山下友信教授はこうした考え方について、「相当の違和感がある」と批判され
る。山下友信 (2017) 126頁。
(75) 横田 (2013) 68-71頁参照。
なお、土岐教授は、当該事案について、飲酒自体を原因事故と捉える訳ではないが、誤
嚥を原因事故と捉えたうえで、「飲酒→嘔吐→誤嚥」という一連の事象で「事故性 (外部
作用性)」を判断されているようである (土岐 (2015) 119頁)。白井教授も、「嘔吐・誤













































(ウ) ｢身体に悪影響が及ぶことを被保険者が (明確には) 認識しておら
ず、かつ、一般常識でもなかったこと」















































(78) 東京海上火災保険 (1968) 40-41頁 [魚部皓] は、主観的偶然性の立場である。








Ref., Re Scarr and General Accident Assurance Corporation [1905] 1 K. B. 387, per BRAY,









がない) と考えられている。Ref.,Western Commercial Travelersʼ Association v. Smith, 85







































上火災保険 (1965) 10頁 [奥川昇=渋江克彦] 参照。
(84) 英国の判例であるが、Dhak v. Insurance Company of North America [1996], supra n. 69
を参照。ただし、英国では、飲酒後に自動車を運転し、事故を起こして自身が受傷した場
合には、自動車事故自体を原因事故と捉えて、保険給付要件に該当するとしている。Ref.,
Marcell Beller Ltd v Hayden [1978] 1 Lloydsʼ Rep. 472. なお、犯罪行為免責 (criminal act
exclusion) や違法行為免責 (unlawful conduct exclusion) の適否は別問題である。
他方、米国では、酒酔い運転事故は結果発生の偶然性に欠けるとするのが判例の大勢で
あるが、中には偶然性を認める裁判例もある。Ref., Cranfill v. Aetna Life Insurance Co., 49
P. 3d 703 (Okla. 2002). そのため、保険者は酒酔い運転免責条項を導入し、裁判所も当該
免責条項に基づいて保険給付義務を否定するようになっているようである。Ref., Jerry
and Richmond (2012) pp. 436-437. その一方で、酒酔い運転事故について事故性を認める



































































(87) 英国では、偶然性の判断基準となる人は合理的通常人 (ordinary reasonableman) とさ
れている (Ref., Clarke (1997) 17-5D at p. 448)。そして、原因事故発生に偶然性がない限
り、日射の結果については “accident” に該当しないとされている (前掲注 69参照)。
なお、英国約款では “violent” であることも保険給付要件であるが (前掲注 66参照)、
日射はこの要件にも該当しないとされている。Ref., DeSouza v. Home & Overseas


























グス (hamstring. 大腿後面にある筋の総称) が肉離れ (筋膜や筋線維の
















































ボール選手のパンチ・ドランカー (dementia pugilistica) や、関節ねずみ






















を具備しないことになる (前述 4(1)②(ウ) 参照)。





































らも (Ref., Goldrein and Merkin (2011) § 18-32)、単発的な過重活動 (over-exertion)
による身体障害について、労災保険給付を認めている。Ref., Fenton v. Thorley [1903]
AC443. ただし、傷害保険は労災保険と制度趣旨が異なるので、同列には論じられない。
Ref., Merkin (2014) § 18-046.
↗(94) たとえば、津地裁伊勢支判平成 9年 9月 16 日・判タ 1026 号 271頁も同旨を述べる。な
74 (240)

























(95) 東京海上火災保険 (1965) 42頁 [加用信三郎]、同 (1989) 47頁、安田火災海上保険
(1980) 149頁は、原因事故発生の偶然性欠如のみを医療処置免責条項の根拠として説明し























































発生の偶然性が認められることになる (なお、前述 4(1)②(ウ) 参照)。
なお、感染症罹患や感染症発症が「傷害」に該当するか否かは別問題であ
る (後述 5(2)①参照)。また、故意免責条項や重過失免責条項の適用も一











然性を否定している。Ref., Weyerhaesur v. Evans (1932) 43 Ll L Rep 62 ; Clarke (1997)
17-5C at p. 447.
特に問題となるのが違法薬物の使用によって、被保険者が予期しなかった結果が生じた
場合である。カナダのオンタリオ州の裁判例では、シンナー吸引で死亡した事案について
“accidentality” を否定した。Ref., Jones v. Prudential Insurance Co., 24 DLR (3d) 683
(1971). 米国の裁判例も基本的には同様であるが、マリファナ吸引で死亡した事案につい
て “accidentality” を認めた裁判例もある。Ref., Miller v. Continental Insurance Co., 389



























事故より前の事象を勘案せずに)、原因事故 3 要件 (急激性・偶然性・外
来性) の具備を求める考え方である (前述 2(2) 参照)。











































































































































































第 3 に、原因事故以前の事象 (設例では、日光皮膚炎や急性アルコール
中毒や副作用) によって、たとえば転倒が時間と場所を変えて 2度発生し、
異なる傷害を負った場合には (例えば、1回目の転倒で腕の骨折、2回目
の転倒で足の骨折)、2 原因事故かつ 2 保険事故の取扱いとなってしまう



















酒や服薬の事案 (前述(b) 参照) と同様にジョギングや入浴行為を原因
事故と捉えるとすると、虚血性心疾患の発症と腕の骨折が結果となる。虚
血性心疾患の発症に関しては、結果発生の偶然性が認められるとしても
(112) 裁判例では、たとえば次のような事案がある。すなわち、大阪地判平成 4年 12月 21
















給付事由① (無責) 給付事由② (無責)
図 4 ジョギング中の虚血性心疾患発症
入浴行為→虚血性心疾患発症→意識消失→鼻口部水没に→水中窒息
(契機) (原因事故) よる溺水吸引 (「傷害」)
↓ ↓






















(113) 山下友信 (2017) 129頁も同旨かもしれない。山下教授は、最判平成 19年 7月 19 日・









当然の結果」(natural result of a natural cause) であって、“accident” ではないと考えら
れている。Ref., Clarke (1997) 17-5C at p. 448.




なしません。」と明記されていることがある (軽微外因除外規定)。古瀬村 (1982) 138頁、

































































いるため (前掲注 6参照)、転倒自体を原因事故と捉えている。Ref., Winspear v Accident
Insurance Co Ltd (1880) 6 QBD 42 (PA) (浅瀬を渡っている最中にてんかん発作を起こ




そして、英国の裁判所は、傷害の直近の原因 (immediate cause) を原因事故と捉える
傾向があるとも指摘されている。Ref., Merkin (2014) § 18-70.
なお、米国の判例も、原因事故について、英国の判例と同様の捉え方をしている。Ref.,
Adkins v Reliance Insurance Co., 917 F. 2d 794 (4th Cir, 1990, PA).
(118) 入浴中の溺水事故については、鼻口部水没による溺水吸引自体を原因事故と捉えるの
が最近の下級審の判例傾向である。吉澤 (2017) 22頁参照。



































































































(1965) 211-212 頁参照)。したがって、1965 年以前の段階においては、予見可能性がな
かったのでチェーンソー振動による振動障害には結果発生の偶然性があると言えよう。



























確には、自宅を出てから帰宅するまでの 10 時間程度で) 靴擦れができた
しまった事例を想定する。足に違和感があった時から予見可能性があった
と言えるかもしれないが、勤務中に別の靴を買いに行くことはできなかっ




































のも (前述 2(3) 参照)、偶然性要件に急激性が織り込まれていたことを示すものとも考え
られる。
なお、英米においても、靴擦れは傷害保険の保険給付対象にならないと考えられている。
Ref., Clarke (1997) 17-5C at p. 448.






















































たとえば、前掲東京地判平成 9年 2月 3 日 (前述 3(2)①参照) は、結











































































































































































































たとえば、人混みに出掛けて麻疹 (はしか) や水痘 (水疱瘡) に空気感























































































合には、原因事故自体について事故性は求められないので (前述 4(2) 参
照)、蚊に刺されたり家ダニに咬まれたりすることに事故性がなくともよ
(143) ｢熱中症危険補償特約」では、原因事故たる日射または熱射について、急激性および外

























(144) ただし、山野 (2015) 20頁は、傷の程度のいかんを問わず、「傷害が生じた」と評価
されるようである。
(145) なお、英国の保険約款では “external and visible means” と規定されていることが多く、
その場合には、蚊やダニに刺されることが “visible means” に該当するか否かが問題とな
る。判例は、“visible means” について、 “external means” 以上の意味はないとするが、
そもそも “external means” という原因に関して “visible” であることが求められている。
Ref., Hamlin v Crown Accidental Insurance Co. [1893] supra n. 67, at 753 ; Burridge & Son































































































































































「傷害」に該当する (保険給付要件を定める条項 (普傷普約 2 条 1











































































(153) 簡易生命保険の災害関係特約に関する事案であるが、大阪高判昭和 56年 5月 12 日・








































































(157) アナフィラキシー (anaphylaxis) とは、「抗原によって感作された個体に同一抗原を
再度投与するときにみられる即時型反応」のことである。そして、アナフィラキシー


























(158) 蜂 (膜翅目。ハチ目。Hymenoptera) のうち毒針で人間を刺す可能性があるのは、細


































は、女王蜂を中心にして集団で社会生活を営んでいる。以上、玉置 (2003) 33-34 による。
なお、近時では、有剣類について従来とは異なる分類がなされるようになったようである。


















傷害を免責にすると規定されている (普傷普約 3 条 1 項 1 号)。具体的に
は次のとおりである。



















































(山下丈 (1977 (2完)) 897-899頁、901頁注 12参照)。けれども、今日の英国においては、
故意による傷害は保険給付要件としての “accident” や “accidental” に該当しないので、
























(163) たとえば、大森 (1969) 99頁注 4、古瀬村 (1982) 143頁、山下友信 (2005) 451頁、
塩崎他 (2009) 194 頁 [潘阿憲]、623 頁 [大島眞一]、山野 (2010) 7 頁、山下=米山
(2010) 448 頁 [潘阿憲] 参照。なお、山下丈 (1977(2 完)) 900 頁は、「偶然性=非故意
性」説ではないと思われる (山下友信教授による引用 (山下友信 (1994) 133頁) は適切
でないと思われる)。
(164) 傷害保険における偶然性要件の主張立証義務が保険金請求者側にあるとし、故意免責
条項は確認注意的な規定だとするのが判例であるが (最判平成 13年 4月 20 日・民集 55
巻 3 号 682頁、最判同日・集民 202 号 161頁)、「偶然性=非故意性」説を採るのか、それ
とも、「偶然性≠非故意性」説を採るのかは明らかにしていない (なお、志田原信三・最
判解民平成 13年度 (上) 465頁も「偶発性=非故意性」説か否かを明言していないとす
る)。「偶然性≠非故意性」説でも、故意免責条項を確認注意的な規定と捉えることができ
るからである (後掲注 175参照)。
ただし、中村心・最判解民平成 19年度 (下) 547頁は、前掲最判平成 19年 7月 6 日の






























(165) 山下友信 (2005) 372頁参照。
(166) 山下=米山 (2010) 437 頁 [潘阿憲] 参照。なお、山下丈 (1977 (2 完)) 899 頁は、
故意の対象を「傷害」と明言される。
(167) 最判平成 5年 3月 30 日・民集 47 巻 4 号 3262頁 (自動車保険の対人賠償保険の事案)、
多数説である。
ただし、上記最判平成 5年 3月 30 日は、賠償責任保険における被害者保護という要請
を勘案しての判断かと思われる。なお、この判例について、「傷害保険等の法理として積









(168) 山下=米山 (2010) 435頁注 23、436頁 [潘阿憲] 参照。




じるものとして、山下丈 (1977 (2完)) 899-900頁、石田 (1988) 54-55頁、山下=米山
(2010) 435-437 [潘阿憲] がある。
(171) 故意免責に関して、結果発生に偶然性のある事案に関する故意の捉え方も取り上げて

























































































が原因または結果の発生を予知できないこと」とする。坂口 (1991) 362-363 頁、田辺
(1995) 275頁、加藤=金澤 (1996) 166-167頁[金澤理]も同旨。また、傷害の結果発生の
予測ができないことと解する説もある (田中=原茂 (1987) 303頁参照)。これらの学説で
は予知や予測の可能性を偶然性の判断基準としているが、予知や予測ができたことが故意
に直結する訳ではないので、偶然性と故意性とは表裏一体の関係にはないことになる。
(174) たとえば、東京海上火災保険 (1958) 112-113 頁[草苅久太郎]、同 (1965) 8-10 頁
[奥川昇=渋江克彦]、青山茂樹=河野秀男 (1976) 26頁、東京海上火災保険 (1989) 40-
42頁、東京海上日動火災保険 (2010) 93-94頁、同 (2016) 94頁は、その趣旨である。
なお、安田火災海上保険 (1980) 141-144頁は、「偶然性とは、保険事故の原因または保
険事故の発生が、被保険者にとって予知できない状態にあること、被保険者の意思にもと
づかないことを意味し」と述べつつも (同 140頁)、後者 (すなわち、被保険者の意思に















。最判平成 13年 4月 20 日・民集 55 巻 3 号 682頁が故意免責条項を確
↗
(175) 青山=河野 (1976) 27頁参照。また、安田火災海上保険 (1980) 147-148頁、日本生
命保険 (2016) 240頁も同旨と思われる。











































































性はないと主張されており、上記最判平成 4年 12月 18 日においても「未必の故意」に言










事象と捉えているようである。東京海上火災保険 (1965) 40頁 [加用信三郎]、青山=河
野 (1976) 27頁、安田火災海上保険 (1980) 147頁、東京海上火災保険 (1989) 45頁参照。
















































































































































































。つまり、傷害保険の保険給付要件 (原因事故 3 要件、









明定され (保険法 80 条 1 号〜3 号)、それを受けて、傷害保険約款にも重























(189) 山下丈 (1977 (2完)) 898頁参照。
(190) 重過失の内容については、さしあたり田邊 (1993)、潘 (2007) を参照。
(191) 重過失免責は統一約款 (1947年) で既に設けられていたが、1975年の改定で削除され




























(193) 広島高判平成 14年 7月 3 日・裁判所ウェブサイトは、このような事案である。判決は、
原因事故 (「飲酒→運動→入浴」を原因事故と捉えているようである) について偶然性を
否定したが、結果発生の偶然性を認めてもよいかと思われる (潘教授は、偶然性の存在を
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↓ ↓ ↓ ↓
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